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様式第１号（第６条関係） 

年  月   日  

 

鳥取県知事 様 

 

所 在 地 

申請者 事業者名  

    代 表 者            

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業認定申請書 

 

本助成事業の認定を受けたいので、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１

０月２７日付第２０１５０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第６条第１項の規定に

より、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業者名 

 

２ 設立・設置場所 

 

３ 新たに雇用する障がい者数 

 

４ 添付書類 

ア 特例子会社設立等助成事業実施計画書（様式第１号別紙１） 

イ 事業収支予算書（様式第１号別紙２） 

 

５ 他の補助金の活用の有無 

有・無 

 

 

（有の場合は、補助金名、当該補助金に係る問い合わせ先等記載してください。） 

 

 

 

６  問 合 せ 先  

住  所   

所属・役職名  

 

 

 

担当者名  

 

 

 

連絡先  

 

 

電話：  

ﾌｧｸｼﾐﾘ：  

E-mail：  
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様式第１号別紙１ 

鳥取県特例子会社設立等助成事業実施計画書 

 

区   分  内         容  

１ 事業期間 

 

  年  月  日     ～     年  月  日 

     （事業開始予定日）                  （事業完了予定日） 

２ 事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 障がい者 

  雇用計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 

 

 

雇用計画（人） 

事業開始 

 

６か月後 

 

１年６か月後 ２年６か月後 

新 

規 

雇 

用 

者 

 

身体障がい者     

重度身体障がい者     

知的障がい者     

重度知的障がい者     

精神障がい者     

  小  計     

 

既

雇

用

者 

 

身体障がい者     

重度身体障がい者     

知的障がい者     

重度知的障がい者     

精神障がい者     

  小  計     

      合  計     

 ※非正規の雇用者は（ ）書でその内数を表記すること。 

４  備   考  

 

 

 

 

特例子会社の設立の場合は、全従業員に占める障がい者雇用割合を記載する

こと。また、障がい者雇用のサポート人員体制について記載すること。 
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様式第１号別紙２ 

事業収支予算書 

１ 支出                             

（単位：千円） 

経費 

区分 

 

 

 

費  目 

 

 

 

 

事業経費 

総  額 

 

 

 

事業開始日 

までの経費 

 

 

 

事業開始日か

ら６か月後ま

での経費 

 

 

事業開始日の 

６か月後から

１年６か月後

までの経費 

 

事業開始日の 

１年６か月後

から２年６か

月後までの経

費 

 

 

 

 

助成対象 

経 費 

 

 

 

 

 

 

建 物 

建 設 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 器 

購 入 費 

 

 

 

 

備 品 購 入 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    計   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成対象 

外 経 費 

 

 

 

 

人 件 費 

（障がい者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 件 費 

（障がい者以外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）特例子会社の設立又は企業内障がい者多数雇用施設の設置・運営に係る全費用を積算計

上すること（障がい者の雇入れに係る施設・設備等の設置・整備の部分に限定しない。）。 

（２）助成対象経費には、見積書を添付すること。 

（３）費目については、上記例示のように内容がわかる費目を記入すること。 

（４）別途、資金計画書を添付すること。 

（５）「助成対象経費」欄は、すべて消費税及び地方消費税を除いた額を記載すること。 



 - 4 - 

２ 収入                              

（単位：千円） 

収入 

区分 

 

 

 

科  目 

 

 

 

 

事業収入 

総  額 

 

 

 

事業開始日ま

での収入 

 

 

 

事業開始日か

ら６か月後ま

での収入 

 

 

事業開始日の

６か月後から

１年６か月後

までの収入 

 

事業開始日の

１年６か月後

から２年６か

月後までの収

入 

 

 

 

助成対象 

経費に対 

応 す る 

収 入 

 

 

 

県 助 成 金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成対象 

外経費に 

対応する 

収 入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）支出に対応（充当）する収入を記載すること。 

（２）科目については、内容がわかる費目を記入すること。（例示：「自己資金」「借入金」 

  「売上金」等） 
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様式第２号（第６条関係） 

  年  月  日 

  

       様 

 

 

      鳥取県知事   

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業認定通知書 

 

   年  月  日付けで認定申請のあったこのことについては、下記のとおり助成事業の

認定をしたので、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第２０

１５０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第６条第３項の規定により通知します。 

  ただし、事業認定後において、認定の要件を欠いた場合は、交付決定を行いません。 

 また、本助成事業の認定内容に変更等が生じた場合は、速やかに知事に申請又は報告を行っ

てください。 

 

記 

 

１ 対象事業 

    本助成対象事業の内容は、申請書記載のとおりとする。 

 

２ 助成認定額等 

    本助成金の認定額等は、次のとおりとする。 

 （１）認定基準額      金       円 

 （２）新規障がい者雇用人数         人 

 （３）助成認定額      金       円 

      内訳 

    事業開始日から６ヵ月後   金       円 

    事業開始から１年６か月後  金       円 

    事業開始から２年６か月後  金       円 

     

３ 事業開始（予定）日 

   年  月  日 
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様式第３号（第１０条関係） 

  年  月  日 

 

鳥取県知事 様 

 

 

                  所 在 地 

                  事業者名 

                  代 表 者               

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業辞退届 

 

   年  月  日付第      号で通知のあった事業認定を、下記の理由により辞退

したいので、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第２０１５

０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第１０条第１項の規定により届け出ます。 

 

記 

 

 

 １  辞退の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付書類）事業認定通知書の写し 
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様式第４号（第１０条関係） 

  年  月  日 

 

     様 

 

 

    鳥取県知事   

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業認定取消通知書 

 

   年  月  日付けで届出のあった事業認定の辞退について、鳥取県特例子会社設立等

助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第２０１５０００７３５４７号鳥取県商工労働部

長通知）第１０条第２項の規定により、認定を取り消します。 



 - 8 - 

様式第５号（第１１条関係） 

  年  月  日 

 

鳥取県知事 様 

 

 

                  所 在 地 

                  事業者名 

                  代 表 者               

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業認定変更申請書 

 

   年  月  日付第      号で通知のあった事業認定に係る助成事業について、

下記のとおり変更したいので、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２

７日付第２０１５０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第１１条第１項の規定により、

関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

区分 変更前 変更後 

 認定基準額 円 円 

 新規障がい者雇用人数 人 人 

 助成認定額 円 円 

 

３ 事業期間 

 

変更前 変更後 

   年  月  日 

       ～  年  月  日 

   年  月  日 

       ～  年  月  日 

 

 

４ 添付資料 

  様式第１号別紙１及び様式第１号別紙２を添付すること。 
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様式第６号（第１１条関係） 

  年  月  日 

 

        様 

 

 

    鳥取県知事    

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業変更認定通知書 

 

   年  月  日付けの申請書で変更申請のあったこのことについて、下記のとおり承認

しましたので、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第２０１

５０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第１１条第３項の規定により、通知します。 

 

記 

 

１ 変更認定内容 

 

 

 

 

２ 変更内容比較 

 

区分 変更前 変更後 

   

   

   

 

３ 事業期間 

 

変更前 変更後 

   年  月  日 

       ～  年  月  日 

   年  月  日 

       ～  年  月  日 
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様式第７号（第１２条関係） 

       年  月   日  

 

 

鳥取県知事 様 

 

所 在 地 

    事業者名 

    代 表 者           

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成金交付申請書 

 

このことについて、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第

２０１５０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第１２条第１項の規定により、関係書

類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業者名 

 

２ 設立・設置場所 

 

３ 新たに雇用した障がい者数      人（  年  月  日現在） 

 

４ 添付書類 

（１）特例子会社設立等助成事業実施報告書（様式第７号別紙１） 

（２）事業収支決算書（様式第７号別紙２） 

（３）その他 要綱第１２条第３項に掲げる書類 

 

５ 問合せ先 

 

住  所   

所属・役職名  

 

 

 

担当者名  

 

 

 

連絡先  

 

 

電話：  

ﾌｧｸｼﾐﾘ：  

E-mail：  
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様式第７号別紙１ 

鳥取県特例子会社設立等助成事業実施報告書 

 

区   分  内         容  

１ 事業期間 

 

  年  月  日  ～    年  月  日 

      （事業開始日）            （事業完了予定日） 

２ 事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 障がい者 

  雇用実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    区   分 

 

 

          雇用実績（人）             

事業開始 

 

６か月後 

 

１年６か月後 ２年６か月後 

新 

規 

雇 

用 

者 

 

身体障がい者     

重度身体障がい者     

知的障がい者     

重度知的障がい者     

精神障がい者     

  小  計     

 

既

雇

用

者 

 

身体障がい者     

重度身体障がい者     

知的障がい者     

重度知的障がい者     

精神障がい者     

  小  計     

      合  計     

      ※非正規の雇用者は（ ）書でその内数を表記すること。 

４  備  考 

 

 

 

特例子会社の設立の場合は、全従業員に占める障がい者雇用割合を記載する

こと。また、障がい者雇用のサポート人員体制について記載すること。 
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様式第７号別紙２ 

事業収支決算書 

１ 支出                             

                                                                 （単位：千円） 

経費 

区分 

 

 

 

費  目 

 

 

 

 

事業経費 

総  額 

 

 

 

事業開始日ま

での経費 

 

 

 

事業開始日か

ら６か月後ま

での経費 

 

 

事業開始日の

６か月後から

１年６か月後

までの経費 

 

事業開始日の

１年６か月後

から２年６か

月後までの経

費 

 

 

 

 

助成対象 

経 費 

 

 

 

 

 

 

建 物 

建 設 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 器 

購 入 費 

 

 

 

 

備品購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成対象 

外 経 費 

 

 

 

 

人 件 費 

（障がい者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 件 費 

（障がい者以外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）特例子会社の設立又は企業内障がい者多数雇用施設の設置・運営に係る全費用を積算 

 計上すること（障がい者の雇入れに係る施設・設備等の設置・整備の部分に限定しない。）。 

（２）助成対象経費には、領収書を添付すること。 

（３）費目については、上記例示のように内容がわかる費目を記入すること。 

（４）別途、資金計画書を添付すること。 

（５）「助成対象経費」欄は、すべて消費税及び地方消費税を除いた額を記載すること。 
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２ 収入 

                                                                  （単位：千円） 

収入 

区分 

 

 

 

科  目 

 

 

 

 

事業収入 

総  額 

 

 

 

事業開始日ま

での収入 

 

 

 

事業開始日か

ら６か月後ま

での収入 

 

 

事業開始日の

６か月後から

１年６か月後

までの収入 

 

事業開始日の１年６

か月後から２年６か

月後までの収入 

 

 

助 成 対

象 経 費

に 対 応

す る 収

入 

 

 

 

 

県 助 成 金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助 成 対

象 外 経

費 に 対

応 す る

収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）支出に対応（充当）する収入を記載すること。 

（２）科目については、内容がわかる費目を記入すること。（例示：「自己資金」「借入金」 

 「売上金」等） 
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様式第８号（第１３条関係） 

  年  月  日 

  

       様 

 

 

     鳥取県知事   

 

 年度鳥取県特例子会社設立等助成金交付決定及び交付額確定通知書 

 

   年  月  日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県特例子

会社設立等助成金（以下「本助成金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和

３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のと

おり交付することに決定し、規則第８条第１項及び第１８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定額等 

    本助成金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。 

  （１）算定基準額  金                円 

  （２）交付決定額  金                円 

     なお、本助成金の確定額は、交付決定額のとおりとする。 

 

２ 経費の配分 

本助成金の助成対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申請書

に記載されているとおりとする。 

 

３ 関係規定の遵守 

本助成金の収受及び使用、助成事業の遂行等に当たっては、規則及び鳥取県特例子会社設

立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第２０１５０００７３５４７号鳥取県商工

労働部長通知）の規定に従わなければならない。 

なお、上記に違反した場合は、規則第２１条の規定により本助成金を取り消すことがある。

この場合において、規則第２２条の規定により本助成金の返還を命ぜられた場合は、当該金

額を返還しなければならない。 
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様式第９号（第１３条関係） 

       年  月   日  

 

鳥取県知事 様 

 

所 在 地 

    事業者名 

    代 表 者            

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成金請求書 

 

   年  月  日付第     号で交付決定及び交付額の確定のあった助成金の交付を

受けたいので、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第２０１

５０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第１３条第４項の規定により、下記のとおり

請求します。 

 

記 

 

１ 請求金額  金             円 

 

２ 口座振込先等    

 金融機関名 

 

 口 座 名 

 

 口 座 種 類 

 

   店   番 

 

 口 座 番 号 

           添付：振込先確認資料（通帳表紙裏見開きページのコピー等） 

 

３  問合せ先  

住  所   

所属・役職名  

 

 

 

担当者名  

 

 

 

連絡先  

 

 

電話：  

ﾌｧｸｼﾐﾘ：  

E-mail：  
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様式第１０号（第１５条関係） 

  年  月  日 

 

鳥取県知事 様 

 

 

                    所 在 地 

                    事業者名 

                    代 表 者               

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業事故報告書 

 

   年  月  日付第     号で通知のあった事業認定に係る助成事業について、下

記のとおり事故が発生したので、鳥取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月

２７日付第２０１５０００７３５４７号鳥取県商工労働部長通知）第１５条の規定により報告

します。 

 

記 

 

１ 事故状況 

 

 

２ 事故の原因 

 

 

３ 事故に対する措置 

 

 

４ 助成事業の遂行及び完了見込み 
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様式第１１号（第１９条関係） 

  年  月  日 

 

鳥取県知事 様 

 

 

                    所 在 地 

                    事業者名 

                    代 表 者               

 

  年度鳥取県特例子会社設立等助成事業企業状況報告書 

 

   年  月  日付第     号で通知のあった事業認定に係る助成事業について、鳥

取県特例子会社設立等助成金交付要綱（平成２７年１０月２７日付第２０１５０００７３５４

７号鳥取県商工労働部長通知）第１９条の規定により報告します。 

 

記 

 

１ 事業内容（箇条書で簡潔に記載） 

 

 

 

 

２ 障がい者雇用状況 

 

 

 

 

３ 決算報告 

   直近の損益計算書及び貸借対照表を添付すること。 


